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今回のインタビューは伊那市、白鳥市長と安江係長

伊那市のスマートシティは、「物理距離のコンパクト」から「時間距離のコンパクト」へのパラダイムシフトを目指しており、サービス享受

までの時間を短縮することを目指している。現在は「モバイルクリニック」「ぐるっとタクシー」「ゆうあいマーケット」といった生活基盤に関

する複数サービスを社会実装し、受益者負担では採算がとれない場合でも、市では必要な社会インフラとして位置付けている。そ

の実現においては、地域の企業や住民の参画による持続的な地域づくりを進めている。伊那市の資源を最大限に活用する取組に

ついて、同市市長の白鳥氏、企画部企画政策課新産業技術推進係係長の安江氏にお話を伺った。

伊那市 白鳥孝市長

昭和54年3月 信英蓄電器箔株式会社

平成16年2月 旧伊那市収入役就任

平成18年5月 新伊那市収入役就任

平成19年4月 伊那市副市長就任

平成22年4月30日 伊那市長就任

令和4年4月30日 伊那市長就任（4期目）

伊那市役所企画部企画政策課

新産業技術推進係係長 安江 輝氏

平成5年 伊那市役所入庁

平成30年 企画政策課新産業技術推進係（新設）

令和3年 総務省地域情報化アドバイザー

地域による地域のためのスマートローカル
– 伊那市
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―伊那市での取組の契機として、地域の何を解決すべき課題と捉え、動き始められたので

しょうか

「伊那で生きる、暮らし続けられる」ことを以前から行政のテーマとして掲げ

ています。

地方には都会とは全く違った様々な課題があります。

伊那市では地域の課題解決、特に地域の福祉の推進のためにデジタル

化を進めてきました。

たとえば伊那市は地形が広く、傾斜地も多いので、バスに乗ろうと思っても

バス停に行くまでが大変です。また、高齢化が進んでいるため、運転免許

を返納される方も多くいらっしゃいます。そういった課題に対応するため、人

工知能を搭載した自動配車乗合タクシーである「ぐるっとタクシー」を始め

ました。農業や林業では高齢化や後継者不足の課題があり、それらや物

流の課題を解決するためのツールとして、ドローンに大きな可能性を感じ、

展開するようになりました。 また教育分野では、子どもたちにより対話的

で創造性が育まれる学びを提供するために、ICT・IOTの活用を進めてい

ます。

白鳥市長：

「住み続けられるまち」を目指し、「医療」「買い物」「移動」からスタート

伊那市は少子高齢化という大きな課題がありそこから派生して様々な課題があります。

「住み続けられる伊那市」という白鳥伊那市長の考えを実現するために、平成28年に新産業技術推進協議会とい

う産学官のコンソーシアムを設立し、取組を始めました。

安江係長：

伊那市

位置
• 長野県の南部に位置する
• 伊那谷北部に位置し、南信地方に含まれる

人口
• 66,273人（令和4年5月現在）

地域特性
• 電気/機械など高度な加工技術産業や食品など健康長寿関連
産業が発展

• 米作りのほか、野菜、果樹、花卉などの農業が盛ん

国のスマートシティ関連事業の採択状況
• 総務省 令和元年度データ利活用型スマートシティ推進事業
• 内閣府 令和3年度地方創生推進交付金Society5.0タイプ

地域の課題 / 解決策の構想1.
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高遠城址公園を中心に、桜の名所が広がる（伊那市）

二つのアルプスに囲まれ、天竜川等の清流が流れる自然豊かなまち（伊那市）

伊那市の課題（伊那市）



＜＃＞

安江係長：

山間地域、高齢化を抱えている地域についてはすべてが課題です。新産業技術を使って解決する課題として、地方

の共通課題である「移動」「買い物」「医療」の取組を始めました。

最初は高齢者の移動でした。伊那市ではAIが効率的に配車を行う交通MaaS技術実証を平成30年にはじめ、令

和2年からは「ぐるっとタクシー」という名称で公共交通として事業を開始しました。エリア内を乗合にはなりますが、平

日9時から15時まで、好きな時にバス停などの制限なく利用できます。利用者は65歳以上の方に限定していますが、

現在2500人ほどが登録しています。地方は車が生活のために必須なので、免許返納などがしたくてもできないという

状況です。自宅から目的地まで好きな時間に利用できるぐるっとタクシーは「自分の体の一部のようだ」と言ってくださる

市民の方もいて、大変好評です。

ぐるっとタクシーの利用目的で最も多いのは「通院」です。しかし地方は医師数も少なく、病院へ時間をかけて行っても

長い時間待たされるということも少なくありません。そこで、MaaSとオンライン診療の技術を活用し、病院のサービスを

地域に提供する仕組みとして、医師の乗らない移動診察車「モバイルクリニック」の取組を平成30年に開始し、令和

3年からは伊那市医師会と連携して、６医療機関が1台の車両を効率的に共有（シェア）する形でサービスを開始

しました。

モバイルクリニックと同様に、行政のサービスを地域に提供する「モバイル市役所」も、令和4年4月から稼働しており、

証明書の発行や各種相談、選挙の期日前投票所等として利用されています。

また、ぐるっとタクシーで買い物に出かけることが困難な人には、ケーブルテレビで注文した地元スーパーの商品を、物

流用ドローンが配送する支え合い買物サービス「ゆうあいマーケット」を、令和2年8月から事業化しました。

―様々な課題がある中でどの課題から取り組むかということが自治体様ごとに考え方があると

思うのですが、その点はどう考えていますか
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―「スマートシティ・ガイドブック」 では一般的な検討段階を整理したフレームワークがあります

が、伊那市の場合は、どの段階にあるとお考えですか

地域のポテンシャルを最大限活用し、不足する部分を自治体が賄う

安江係長：

現在伊那市では、物流、交通、教育、農業、林業、工

業、移住、環境、デジタル行政、保健福祉を新産業技

術推進協議会で推進しておきており、そのうち物流、交

通、教育、林業は実用段階になっています。特にドロー

ンの物流（ゆうあいマーケット）や、交通MaaS（ぐるっ

とタクシー）、医療MaaS（モバイルクリニック）は、「買

い物、交通、医療」という地方の共通課題解決手段と

して注目されています。

解決策の実現 - 「スマートシティ」 への具体化2.

スマートシティの実現に向けて～全体見取り図～

（内閣府 スマートシティガイドブック）
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―財源はどのように賄っているのでしょうか

安江係長：

技術の推進は民間による収益事業が基本ですが、収益が見込めず民間では持続できない、生活に必要なサー

ビスについては福祉事業として、自治体がイニシャルの構築や運営を効率的に行うことが必要と考えています。その

場合にも、地域資源とICT、IoT技術等を活用して効率的に進めることが求められます。

伊那市ではドローンによる支え合い買い物サービス「ゆうあいマーケット」を平成2年8月から事業化しています。

利用の対象となる高齢者は、スマートフォンやパソコンでの注文は不慣れなことから、難視聴対策として地方で普

及しているケーブルテレビのインフラを活用しました。画面には３８０品目の商品が毎日の特売などと表示され、

高齢者でも操作が可能なリモコンだけで注文ができます。

令和元年度には総務省のデータ利活用型スマートシティ推進事業により、AIの自動配車によるドアツードア乗合

タクシー「ぐるっとタクシー」や、遠隔地の家族が見守ることができる安心安全サービスと、ドローン物流による買い物

支援サービス「ゆうあいマーケット」の共通プラットフォームとして構築することができました。運用はケーブルテレビ会

社、地元に本社を置くスーパーマーケット、地元のドローン運行事業者など。地元の企業が地域で回していく仕組

みを構築しました。利用料は条例を設置し、利用者から商品販売手数料をいただきながら、交付税等を財源と

しながら持続できる仕組みとしました。

―新産業技術推進協議会の立ち上げの経緯を教えてください

安江係長：

伊那市では新産業技術による地域課題解決や産業振興の推進組織として、産官学によるコンソーシアムである新

産業技術推進協議会を立ち上げ、今後5年間の伊那市新産業技術推進ビジョンを作成しました。平成30年から

はプラットフォーム確立フェーズとして、企画部企画政策課内に新産業技術推進係が設置され、ドローン物流やス

マートシティプラットフォーム等の構築を推進しました。

協議会は様々な分野からの知見提供をいただいていますが、特に協議会長には、株式会社コマツアメリカ法人の経

営経験を持つ、市の政策委員をされている方が就任され、KPIの設定や、PDCAサイクルによる評価検証を行ってい

ただいています。

ケーブルテレビのリモコンによるサービス提供（総務省） 5
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―重要なのは、自治体が単にお金をすべて出すのでは無く、課題を充分に分析した上で、

地元の事業者を活用し、そこに必要な財源を補填していくという考え方ですね

安江係長：

これまでドローンによる物流は実験で終わることが多いと聞いていますが、国も規制緩和を進めていますし、準天頂衛

星や5G等のデジタル技術の進展により、今後は伊那市と同様に地域企業と事業化を進める事例は増えてくると思

います。
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２つのドローン物流事業（伊那市）

ドローン物流の様子（伊那市）
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安江係長：

白鳥孝伊那市長は、新たな技術を使ったとしても最後は人の手による部分は残したいとよく言われています。

例えばドローン物流でも、公民館までドローンで運び、最後はボランティアが地域の見守りも兼ねて行うなど、市民が

参画することで、好循環を作ることができます。

ゆうあいマーケットでは利用者の要望から、お酒の取扱いを始めました。

自治体がただサービスを提供するだけではなく、市民を巻き込んでお互いのコミュニケーションをとることで、使いやすい

サービスになり、利用者の皆さんの評価に繋がっていきます。白鳥市長の「人の手のこだわり」は、ここに理由があるの

だと思います。

―スマートシティの構築で鍵となる「都市OS」について、伊那市は、どのようなお考えで導入

されたのでしょうか

安江係長：

当市の場合は、最初はスモールスタートからできることから積み重ねて、利用者の意見を聞き取りながら、システムを

作ってきました。さらに効率的に進めるために総務省事業を活用して、都市OSとしてケーブルテレビによる共通プラット

フォームを構築し、ケーブルテレビに加入すればドローンの買い物支援も、AIの配車タクシーも自由に使える、というよう

な仕組みにしました。総務省のスマートシティ事業の支援は非常に大きかったと思います。

ぐるっとタクシー（伊那市）
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―スマートシティに関する取組に関して市民の理解はどのような状況でしょうか、また理解を

得るための取組について教えてください

市民の理解醸成は、サービス自体への巻き込みによって実現

AIが配車、最適な乗合いや経路を計算（伊那市）

モバイルクリニック（伊那市）
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―これからスマートシティ構築を目指す自治体に、アドバイスをお願いします

サスティナブルな自治体運営のため、失敗を恐れず進みたい

白鳥市長：

伊那市は長野県内で３番目に広い地域であり、６万８千人が分散して暮らしています。

そのため、公共交通、医療、物流など様々な分野で新産業技術を活用し、人々がそれぞれの地域で豊かな暮らしが

送り続けられるようなサポートをしていかないと将来が見えません。

「失敗を恐れない」が私のモットーです。日々新しいものに進化していく技術を積極的に取り入れ、持続可能なまちづ

くりをさらに前に進めていきたいと思っております。もちろん失敗することもあるかもしれませんが、その失敗を乗り越えた

先に、次の高みに到達できるのではと考えます。

市の職員にも、大変ではあると思いますが失敗を恐れることなく、ひるまず取組を進めてほしいと考えております。

安江係長：

スマートシティは地方において効率的・サスティナブルな自治体運営をするには避けては通れません。

実現には、地域のポテンシャルを活用しながら、地域の皆さんとしっかりと議論していくことが必要となります。これができ

るのは、普段から密接に地域と向き合っている自治体の役割ではないかと考えています。

そこへ国や企業、大学から知恵をいただきながら、議論に時間をしっかりととるためにも、スマートシティの取組はいち早

く始めることが必要だと思います。

他地域へのアドバイス3.
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令和４年3月31日作成


